




















































































－ 2 － 
表１「市場」分類の変遷 
市場法（1961） 新市場法（1981） 卸・小売業振興法（1986） 流通産業発展法（1997） 
１．常設市場 １．常設市場 １．市場（常設市場） １．大規模店舗※ 
２．定期市場  ①卸売市場 ２．定期市場  ①市場 
３．大型店  ②一般小売市場 ３．大規模店舗  ②大型店 
（百貨店、商街等）  ③百貨店  ①百貨店  ③百貨店 
   ④ショッピングセンター  ②ショッピングセンター  ④ショッピングセンター 
   ⑤大型店  ③大型店  ⑤卸売センター 
  ２．定期市場 ４．卸売センター ２．定期市場 
  ３．連鎖店事業 ５．連鎖店事業 ３．チェーン事業 
    ６．商店街 ４．商店街 






































































































－ 4 － 
表３ 地域別の市場規模（単位：％） 
小型市場 中型市場 中大型市場 大型市場 全体 
  
実数 構成比 実数 構成比 実数 構成比 実数 構成比 実数 構成比 
全 体 995  61.8 540 33.5  53 3.3 22 1.4  1,610  100.0  
ソウル 138  61.1 68 30.1  9 4.0 11 4.9  226  100.0  
釜 山 101  52.9 74 38.7  11 5.8 5 2.6  191  100.0  
大 邱 43  43.9 49 50.0  5 5.1 1 1.0  98  100.0  
仁 川 22  44.0 26 52.0  1 2.0 1 2.0  50  100.0  
光 州 17  58.6 11 37.9  1 3.4 0 0.0  29  100.0  
尉 山 21  58.3 13 36.1  1 2.8 1 2.8  36  100.0  
大 田 24  55.8 17 39.5  2 4.7 0 0.0  43  100.0  
京 幾 91  58.0 59 37.6  6 3.8 1 0.6  157  100.0  
江 原 42  61.8 24 35.3  2 2.9 0 0.0  68  100.0  
忠 北 31  55.4 23 41.1  1 1.8 1 1.8  56  100.0  
忠 南 47  60.3 29 37.2  2 2.6 0 0.0  78  100.0  
全 北 52  75.4 15 21.7  2 2.9 0 0.0  69  100.0  
全 南 97  78.9 26 21.1  0 0.0 0 0.0  123  100.0  
慶 北 156  81.7 31 16.2  4 2.1 0 0.0  191  100.0  
慶 南 106  60.6 63 36.0  5 2.9 1 0.6  175  100.0  
済 州 7  35.0 12 60.0  1 5.0 0 0.0  20  100.0  
注）韓国中小企業庁『在来市場実態調査報告 2007』より作成。市場規模は市場内の店舗数により分
類（大型市場：店舗数 1,000 以上、中大型市場：店舗数 500～999、中型市場：店舗数 100～499、














型市場」（100～499 店舗）が 33.5％、「中大型市場」（集積店舗数が 500～999）が 3.3％、
「大型市場」（1000 店舗以上）1.4％となっている。 



































会 2007）。しかし売上高は 1960 年 44 億ウォンから 61 年には 82 億ウォンまで約２倍に増
加するなど成長ぶりをみせた。そして政府の経済開発計画の推進とともに三星グループは、
1963 年に東和百貨店（三越京城支店）を買収し同年 11 月に新世界百貨店として新しくオー
プンした。新世界百貨店は 1967 年国内初のバーゲンセールを行い、韓国で「セール」と言
うワードを流行させた。また 1969 年には売場を直営にし、国内初のクレジット・カードで
ある新世界カードを発給した（キム・ジュ 2006）。以後 10 年近くソウルの百貨店競争は新
世界対美都波という２大競争体制が続くのである。一方 1969 年 12 月には、慶尚南道大邱































の売上増加という二極化現象も起きた。業界で初めてロッテ百貨店本店は 1994 年 10 月 16
日、日商 109 億ウォン計上した。 
 
表４ 韓国大手百貨店の店舗展開 





彌阿店 　 千戸店 永東店 　 光州店
ロッテ 本店（79） 蚕室店 永登浦店 　 　 清涼里店 釜山店
現代 本店（85） 貿易センター店 冨平店 　 　 　 　
美都波 本店（73）清涼里店(78) 　 　 上渓店 　 　 　




－ 8 － 
表５ 韓国３大百貨店の店舗数と売上高の推移（10 億ｳｫﾝ） 
2000 2001 2002 2003 2004 2005
ロッテ 3,686（13） 4,251（19） 5,171（22） 1,819（22） 4,895（22） 5,192（22）
新世界 1,143（７） 1,529（７） 1,575（７） 679（７） 680（７） 696（７）














寡占化が急速に進んだのである。2003 年の百貨店数は 87 店、うち大手３社の店舗数は 42
店である。マーケット・シェアは約７割以上を占めており、うちロッテ百貨店のマーケッ
ト・シェアは約４割を占めている。特にロッテ本店の 1999 年売上は 1兆ウォンを突破し、







国で初めて近代的なスーパーマーケットが誕生した 1968 年から 1984 年までである。1968
年ソウルに近代的なスーパーマーケットが初めて登場し、1974 年政府は流通産業の近代化
と消費者物価の安定策としてスーパーマーケットのチェーン化を奨励した。こうした政策
－ 9 － 
的な後押しもあってチェーン事業化や加盟店体制が本格化し急速に発展する。第２の拡大

























1974 8 42 45 87
1975 11 68 404 472
1980 20 199 1,871 2,070
1985 28 390 6,637 7,027




－ 10 － 
後に韓国スーパーマーケット業界のリードすることになるＬＧ（2005 年ＧＳに社名変
更）やヘテ流通、農心街などもソウル地域に 1000 ㎡以上の大型店を出店する。例えば、Ｌ
















ると、1990 年のスーパーマーケットの総店舗数は 13624 店であるが、その殆どがボランタ
リーチェーンであり、直営店は 430 店に過ぎない。ボランタリーチェーン最大手の韓南の
店舗数は 350 店、うち直営店は 12 店である。直営店が圧倒的に少ないのが韓国のスーパー
マーケットの特徴であると指摘している。 
 
表７ 韓国主要スーパーマーケット・チェーンの動向（10 億ｳｫﾝ） 
売上高 店舗数 売上高 店舗数 売上高 店舗数 売上高 店舗数 売上高 店舗数
ＧＳスーパーマーケット 515 61 640 67 591 71 576 75 613 83
トップマート 485 39 508 34 503 36 514 37 491 40
ロッテスーパー 20 4 67 9 105 14 303 40 205 46
ヘテマート 228 46 173 40 176 37 159 33 148 32
スーパーエクスプレス － － － － － － － 5 － 18
出所）各社「事業報告書」「監査報告書」各年および『流通業体年鑑』各年をもとに筆者作成。
注）2005年度店舗数は、『RETAIL MAGAZIN』2006年１月号。
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米サウスランド社とフランチャイズ契約を結び、1989 年 5 月にソウル市芳荑洞に開店した
「オリンピック店」以降である。１号店オープンから３年間はほとんどソウル地域への出
店となったが、それ以降に地方にも拡散した。ソウル地域へのコンビニエンス・ストアの
店舗数は 1992 年末に 500 店を超えるようになった。以後出店スピードは停滞するが、2000
年には再び出店が加速化され、ソウル地域で 1000 店を突破した。 
ここではコンビニエンス・ストアの発展は大きく３段階に分けて追跡してみよう。 
－ 12 － 
導入期(1989～1994) 
韓国にコンビニ事業を導入するために、アメリカのサウスランド社と提携したコリアセ





２５（ＧＳ２５に店名変更）も 1990 年 12 月に１号店をオープンした。こうして韓国にお
けるコンビニエンス・ストアの本格的な展開が始まるのである。導入から３年間でソウル
を中心とした首都圏地域に延べ 279 店鋪（1991 年２店舗が閉鎖される）が開設された（韓
国便宜店協会 2001）。 





ローソンの４社は 100 号店を突破した。導入から４年経った 1992 には 1000 店を突破する
ようになった。日本の場合はコンビニエンス・ストア導入されて 5年後に 1000 店を突破し
たのと比べるとその期間が 1年ほど早かったのである。 











－ 13 － 
表８ 韓国大手コンビニエンス・ストアの動向（売上高：10 億ｳｫﾝ） 
 1996年
店舗数 売上高 店舗数 売上高 店舗数 売上高 店舗数 売上高 店舗数 売上高 店舗数 売上高 店舗数
ファミリーマート 362 221 646 309 903 487 1,429 790 2,165 1,019 2,765 1,192 3,152
ＧＳ２５ 361 229 622 293 780 459 1,128 768 1,580 911 1,864 967 2,060
セブン-イレブン 129 266 672 419 1,001 543 1,403 580 1,292 490 1,189 478 1,248
Buy the way 120 96 218 139 302 220 503 313 709 364 843 398 999
ミニストップ 189 79 255 136 406 257 677 336 873 375 928 390 928
出所）韓国便宜店協会『便宜店運営動向』各年および各社「事業報告書」（韓国金融監督院）をもとに筆者作成。
注）1999年12月ロッテがローソン（コーロンマート、1999年249店）を買収。
2005年2000年 2001年 2002年 2003年 2004年
 
 





いたが、1999 年の一年間で 536 店が新規出店されるなど少しずつ回復基調に向かった。販
売額においても前年対比4.2％増の1兆180億ウォンとなった。一方サークルＫコリアは、
業提携を解除し独自ブランドの「C-space」を展開するなど独自経営を歩み始めた。そして
2000 年には店鋪数は前年対比 20.8％増の 2826 店、売上高は前年対比 22.9％増の１兆 2511














－ 14 － 
Ⅵ 割引店 
 

















 店舗名 1993 1994 1995 1996 1997 1998 1999 2000 2001 2002 2003 2004 2005
Ｅマート 1 2 4 6 10 14 20 28 42 51 60 71 83
ホームプラス 1 1 2 7 14 21 28 31 40
ロッテマート 3 7 16 24 30 33 37 43
カルフール 3 3 6 11 19 21 24 27 28 31
ハナロクラブ 1 1 2 5 7 8 11 13 16 17 18
ＧＳマート 1 2 3 4 6 6 8 11 11 13
ウォルマート 2 4 4 5 6 9 15 15 16 16
メガマート 1 1 1 2 4 5 6 7 7 7 9
キムズクラブ 6 7 12 14 16 16 12 10 10 10 11
コストコ 1 1 1 2 3 3 4 5 5 5 5 5
その他 0 1 6 12 26 38 37 49 48 48 45 43 38
割引店合計 1 4 19 34 63 93 116 164 198 232 257 276 307
出所）韓国チェーンストア協会『流通業体年鑑』『RETAIL MAGAZIN』をもとに筆者作成。
注）ウォルマートとカルフールは2006年それぞれ新世界（Ｅマート）とイランドに売却される。 













た。1993 年にオープンした新世界百貨店のＥマート 1 号店を皮切りに、翌 94 年にはアパ
レルメーカーであるイランドの 2001 アウトレット、会員制ホールセルクラブのプライスク
ラブ（新世界百貨店とコストコ社の提携）がオープンした。そして 1995 年には、ニューコ
ア百貨店がキムズクラブ 6店舗を同時オープンさせた。そして 1996 年の市場開放以降は、
マクロ（1998 年ウォルマートに売却）やカルフールなどグローバル・リテイラーの韓国市 
 
表 10 韓国流通市場の開放過程 
期間 開放内容 
1981 年７月 
1982 年 10 月 
1984 年７月 
 
売場面積 100 坪以下の単一品目店、１店舗まで許可 
売場面積 200 坪以下の単一品目店、１店舗まで許可 
取扱品目制限の撤廃 
売場面積 700 ㎡未満、１店舗まで許可 






1991 年７月（第２段階） 売場面積 1000 ㎡未満、10 店舗まで許可 
1993 年７月（第３段階） 売場面積 3000 ㎡未満、20 店舗まで許可 
1996 年１月（第４段階） 完全開放（店舗数および売場面積制限の撤廃） 
注）大韓商工会議所（1999 p.30）を修正加筆。 























表 11 主要業態の販売額と店舗数の動向（兆ｳｫﾝ） 
2000 2001 2002 2003 2004 2005 2006
販売額 10.1 10.6 17.4 19.5 21.5 23.5 25.4
店舗数 164 198 232 257 276 307 341
販売額 15.2 16.1 17.8 17.3 16.5 17.2 18.1
店舗数 87 90 89 87 87 79 74
販売額 － － 2.00 2.06 2.02 2.22 2.30
店舗数 － － 235 247 255 272 317
販売額 1.4 2.0 2.8 3.6 4.2 4.6 5.0







－ 17 － 
表 12 主要割引店の売上高と店舗数の推移（売上高 10 億ｳｫﾝ） 
 
Ｅマート 2,359 (27) 3,430 (41) 4,658 (50) 5,125 (59) 5,832 (69) 6,613 (79)
ロッテマート 1,012 (13) 1,274 (20) 1,893 (28) 1,494 (31) 2,329 (35) 2,903 (43)
ホームプラス 563 (7) 1,256 (14) 2,147 (21) 2,575 (28) 3,036 (31) 3,568 (40)
カルフール 1,039 (19) 1,149 (21) 1,375 (24) 1,460 (27) 1,604 (28) 1,668 (31)



































－ 18 － 
保証および駐車案内などの顧客サービスを徹底したこと、などにより韓国型割引店を確立
させたのである。 


















けた。表 13 に見られように 2000 年以降、割引店各社の新規出店地域はソウルから仁川広
域市および京畿道といった近隣都市や地方都市へとシフトさせ店舗展開を全国化した。こ 
 


















































Ｅマート 3 2 3 3 3 8 1 2 6 1 2 6 2 2 6 1 6 3 60
ロッテマート 0 4 4 2 1 4 2 2 4 0 1 2 1 1 2 1 2 3 36
ホームプラス 0 3 2 1 3 3 0 3 5 2 1 3 0 1 2 1 2 2 34
カルフール 2 2 4 2 0 0 0 1 2 2 0 1 0 0 0 0 1 2 19
ウォルマート 0 0 0 0 1 1 0 3 1 0 0 2 0 0 1 0 0 0 9


























韓国チェーンストア協会『RETAIL MAGAZINE』2006 年 1 月号、2007 年 1 月号、2008 年 1 月
号（韓国語）。 
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